
国民の安全・安心のための不法滞在者ゼロプラン

(１)電子渡航認証制度(正式略称：
ＪＥＳＴＡ（※）)の早期導入

オンラインで事前に提供された情報
をもとにスクリーニングを行い、好ま
しくない外国人の来日を未然に防止す
る。

2030年の導入予定を前倒しして、
2028年度中の導入を目指す。

（※）Japan Electronic System for Travel
Authorization

(２)退去強制が確定した外国人が多い国
に対する働き掛け

退去強制が確定した外国人(※)が多
い国に対して、外務省と協力して、不
法滞在者の発生を防止するための取組
などに関する働き掛けを強化する。

(※)被退令仮放免者、被退令監理者及び被退令収
容者

(３)難民認定申請の審査の迅速化
誤用・濫用的な難民認定申請を抑制

するため、出身国情報等を踏まえて
Ｂ案件(※)を類型化し、在留の制限を
実施すると共に、早期かつ迅速な処理
体制を整備する。

法改正施行前の複数回申請者につい
て、早期の審査を実施する。

(※)B案件：難民条約上の迫害に明らかに該当しな
い事情を主張している案件

(４)出入国在留管理のＤＸ
難民等認定手続について、審査手

続の迅速化を図るため、ＡＩを含むデ
ジタル技術の活用を検討する。

ＪＥＳＴＡの導入後は、入国から
出国までの情報を一元的に管理し、不
法滞在者の把握等の活用を検討する。

(５)護送官付き国費送還の促進
退去強制が確定した外国人のう

ち、令和５年改正入管法により送
還停止効の例外として送還が可能
となった者や重大犯罪者などを中
心に、計画的かつ確実に護送官付
き国費送還を実施する。

(６)改正入管法の新制度を活用した
自発的な帰国の促進

出国命令制度や上陸拒否期間短
縮制度の積極的な活用を促し、自
発的な帰国を促進する。

(７)被仮放免者の不法就労防止
被仮放免者の動静監視に注力し、

不法就労の抑止を図る。
警察と協力して、被仮放免者の

不法就労及び雇用主の不法就労助
長を積極的に摘発する。

ルールを守らない外国人により国民の安全・安心が脅かされている社会情勢に鑑み、

不法滞在者ゼロを目指し、外国人と安心して暮らせる共生社会を実現する
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不法滞在者ゼロプランによって期待される当面の効果（目標）
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3,122

不法滞在者ゼロの日本へ

※ただし、今後の難民等認定申請者数や長期未処理案件の処理状況等によって変動があり得る
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